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第１章 背景と本市の課題 

１．社会情勢 

日本の総人口は 2008 年から減少が続いているなか、高齢者（６５歳以上）人

口は 2040 年頃にピークを迎えることが見込まれています。1995 年に 8,726 万人

だった生産年齢人口は、2015 年には 7,728 万人となり、2040 年には 6,000 万人

を割り込むと見込まれ、今後は労働力の供給に制約が生じると想定されていま

す。 

いわゆる「２０４０年問題」として、社会保障をはじめとする様々な問題へ

の影響が懸念されています。それは、生産年齢人口の減少による税収の減等の

財政面への影響にとどまらず、減少する労働力を民間、行政にかかわらず、分

かち合わなければならないという側面もあります。 

国の自治体戦略２０４０構想研究会第二次報告書において、「従来の半分の職

員でも自治体として本来担うべき機能が発揮」できる市役所を目指す必要があ

るとされていることは、その端的な例です。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応の中で、デジタル化を

より一層推進していく必要性が改めて認識されています。これまでの、書面・

押印・対面による手続についてはオンライン化を推進し、また、テレワークの

活用などにより、場所や時間にとらわれない働き方や仕事の方法の実現が望ま

れています。 

行政においても、窓口に出向かなくても市民サービスを受けることができる

仕組みを構築するなど、ウィズコロナ・ポストコロナ時代における新たな日常

にふさわしい環境を整備していく必要があります。 

国においては、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針（令和 2 年 12

月）」「デジタル・ガバメント実行計画（令和 2 年 12 月）」が策定され、社会全

体のデジタル化をリードする強力な推進主体（司令塔）となる「デジタル庁」

が創設されるなど、デジタル改革に向けた動きが加速しています。 

 

 

２．本市の現状、課題 

全国の多くの自治体も同じような状況にありますが、本市の人口も減少傾向

にあり、2021年4月では人口146,680人のうち、６５歳以上が42,892人（29.2％）

で、社会保障・人口問題研究所の推計人口（2018年）では、2040年には人口142,368

人、６５歳以上 47,579 人（33.4％）と推計されています。 

これまでと同じやり方をしていては、近い将来に自治体運営そのものが立ち

ゆかなくなることは明白です。加えて、新型コロナウイルス感染症への対応と、

それを契機とする急速なデジタル化の波により、本市においても、大きな変革、
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いわゆるＤＸを推進していかなければなりません。 

ＤＸの推進、すなわち、デジタル技術によって業務を改革し、行政サービス

向上と業務効率向上を推進することは、喫緊の課題となっています。 

ＤＸの推進には、全国の自治体と歩調を揃えて実施すべき内容もあります。

総務省において自治体が重点的に取り組むべき事項が盛り込まれた「自治体Ｄ

Ｘ推進計画（令和 2 年 12 月）」が策定され、また、「地方公共団体情報システム

の標準化に関する法律（令和 3 年 5 月公布、令和 3 年 9 月施行）」等により標準

準拠システムの利用が義務付けられています。これらについては、全庁一体と

なり、スケジュール感を持って取り組む必要があります。 

また、ＤＸの推進には、住民目線の面からも取り組む必要があります。目指

すところは住民の利便性向上であり、そのためにはＤＸによる業務効率化を協

力に推進することで人的資源を再配置し、行政サービスの更なる向上に繋げて

いくことが求められています。 

 

第２章 計画の基本事項 

１．計画の位置づけ 

（１）令和２年３月策定の「米子市まちづくりビジョン」（第４次米子市総合計

画及び第２期米子市地方創生総合戦略）を踏まえ、また、将来像として掲

げる「住んで楽しいまち よなご」の実現を情報技術の側面から支えるため

の計画と位置づけています。 

（２）第４次米子市行財政改革大綱（令和 3 年 3 月）に掲げる「スマート自治

体への転換」等の取組を具体化するための方針として位置づけ、第４次米

子市行財政改革大綱実施計画と整合を図った計画とします。 

（３）総務省「自治体ＤＸ推進計画」（令和 2 年 12 月）が示す取組事項に関す

る、本市での具体的な方針とします。 

 

 

２．計画期間  

本計画の計画期間は、国が策定した「自治体ＤＸ推進計画」との整合性を図

り、令和３年度から令和７年度末までの５年間とします。 

ただし、変化が非常に早い昨今のＩＣＴの進展や社会環境の変化、国の政策

や本市の総合計画の進捗状況等を踏まえ、計画期間にこだわることなく、適宜

見直しを行います。 
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３．推進体制  

ＤＸの推進には、情報部門や企画部門のみならず、実務担当部門等、関連 

部門の連携が必要です。そのため、本市では、「米子市 デジタル・トランスフ

ォーメーション 推進本部（以下「ＤＸ本部」という。）を設置しました。 

また、ＤＸ本部には、「ＤＸ推進チーム」を設置して庁内横断的な体制を構 

築するとともに、必要に応じて「専門部会」を設けることで柔軟かつ総合的な

推進体制を構築します。 

なお、本計画の進捗管理にあたっては、ＰＤＣＡサイクルにより取組の見直

しを図り、本計画の実効性を高めていきます。 

 

 

第３章 基本方針 

先に述べたように、ＤＸを推進することで 

「住民の利便性の向上」 

「業務効率化」 

「人的資源を再配置し行政サービスの更なる向上」 

を図ることが求められています。 

 

これらの実現に向けて、次のことに取り組みます。 

・自治体の情報システムの標準化・共通化 

・マイナンバーカードの普及促進と利活用 

・行政手続のオンライン化 

・ＡＩ・ＲＰＡの利用促進 

・ＢＰＲの取組の徹底 

・セキュリティ対策の徹底 

・デジタル人材の確保及び育成 

  ・データ利活用の推進 

・テレワークの推進 

・地域社会のＤＸ推進 

・デジタルデバイド対策 
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第４章 これまでの取組 
１．行財政改革の取組 
本市では、平成１７年度から行財政改革に着手し、安定的な財政運営と業務

効率化に取り組むとともに、庁内業務のシステム化を積極的に進めてきました。 
平成２７年度には基幹業務システムを再構築し、システムの維持管理コスト

の削減、マイナンバー制度等の法改正への確実な対応及びＩＣＴを活用したコ

ンビニ収納等の新たなサービスに対応しました。さらに、業務ごとに個別に構

築していた業務システムを基幹業務システムパッケージに統合し、業務間連携

による全体最適化を図ってきました。 
さらには、庁内で問題意識を共有し、手作業が多い業務についてはＲＰＡを

導入したり、紙ベースで処理していた時間外勤務や休暇の申請については、就

業管理システムを導入して、より一層の省力化と効率化を推進しました。 
 
２．社会のデジタル化への対応 
 近年、ＩＣＴの進歩により多くの人がスマートフォンを利用し、民間の様々

なサービスがスマートフォンで完結できるようになり、行政サービスに対して

も同様の利便性が求められています。また、新型コロナウイルス等の感染症対

策の面からも、手続のために来庁する必要がないオンライン・非対面でのサー

ビス提供がこれまで以上に求められています。 
こうした中、行政手続及び行政サービスをパソコンやスマートフォンを用い

て申請できる電子申請サービスを導入し、市民並びに事業者の利便性を向上さ

せるとともに、各種申請の受付等をデジタル化することにより事務の効率化を

図りました。 
また、コロナ禍での困りごと相談窓口の充実や支援制度等の情報を得やすく

するため、本市のホームページ上で動作するＡＩチャットボット等のサービス

を開始しました。 
 
３．スマート自治体への転換 
本市では、令和２年度に第４次米子市行財政改革大綱を策定し、将来的に人

材確保が困難になる状況も念頭に、限られた人的資源を職員でなければできな

い業務へ再配置するため、デジタル技術の導入と抜本的な業務プロセスの見直

しによる徹底した事務の自動化・省力化を行うこと、その一方で、デジタル技

術を駆使した窓口構築や行政手続のオンライン化等により、住民の利便性の向

上を同時に達成することを目指し、行財政改革大綱実施計画に基づいて取組を

実施しています。 
令和３年度には、引っ越しや戸籍の届け等に伴い複数の手続が必要となる方
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に対し、住基データ等を利用して必要な手続を自動で提示し、申請書の一括作

成、受付等を行う「スマート窓口」を開設しました。 
また、本市におけるＤＸを着実に推進するため、米子市ＤＸ推進本部を立ち

上げ「米子市ＤＸ推進計画」の策定やＤＸ推進に係る具体的な取組の検討を進

めています。併せて、ＤＸ推進の現場におけるリーダーとなる人材に対し研修

を行い「ＤＸ推進員」として任命しています。「ＤＸ推進員」はＤＸ推進計画の

策定に参画するとともに、推進計画実施の現場におけるリーダーの役割を果た

すことが期待されています。 
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第５章 重点的な取組内容 
１．自治体情報システムの標準化・共通化 
自治体の情報システムの多くは自治体ごとに導入されており、制度改正によ

る改修等は個別に対応する必要があるため、運用上の人的負担だけでなく、維

持管理にかかる財政的な負担が大きいという課題があります。また、自治体ご

とに帳票の様式等が異なるため、住民や企業にとって手続きが煩雑になるとい

う課題もあります。 
令和３年９月に、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律が施行され、 

法で定められた地方自治体の事務では、国が定める標準仕様に準拠したシステ

ム（以下「標準システム」）を利用することが義務づけられました。 
標準化の対象となる事務 
〇第１グループ（令和３年夏に標準仕様作成） 
介護保険、障害者福祉、就学、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税 

〇第２グループ（令和４年夏に標準仕様作成） 
選挙人名簿、国民年金、国民健康保険、後期高齢者医療、生活保護、健康管理、 
児童手当、児童扶養手当、子ども子育て支援（保育）、戸籍、戸籍の附票、印鑑登録 

（１）Ｆｉｔ＆Ｇａｐ分析 
現行システムと標準システムの仕様を比較し、業務プロセスが変わる箇所を

洗い出すとともに、標準システムで効果的に業務を行うために業務プロセスを

見直します。 
・標準化対象範囲の確認 
・現行業務フローと標準化業務フローの差異の確認 
・機能要件の確認 
・帳票要件の確認 
 

（２）近隣自治体との連携 
前述の情報収集や、現行業務の見直し等を近隣の自治体と連携して実施しま

す。また、標準システムに移行した後、より効率的に業務を行うため、複数自

治体が共同運営する集中事務処理センター等、新たな行政事務処理体制のあり

方を検討します。 
 

（３）ガバメントクラウドへの移行 
  国が主導して整備される全国的なクラウド（ガバメントクラウド）を活用

して標準システムを利用するよう努めることとされており、令和７年度末を

目標にガバメントクラウドに移行することを想定しながら、今後、ガバメン

トクラウドの仕様をふまえて、詳細な移行計画を検討していきます。   
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 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 
ＦＩＴ＆ＧＡＰ分析      
標準システムへの移行      
ガバメントクラウドへの移行      
 
 
２．マイナンバーカードの普及促進と利活用 
（１）マイナンバーカードの普及促進 

安全、安心で利便性が高いデジタル社会を実現するためには、マイナンバー

カードの公的個人認証機能が欠かせません。できるだけ早く多くの方にマイナ

ンバーカードが普及することで、マイナポータルを民間、行政問わず様々なオ

ンラインサービスの入口として利用する等、行政サービスのあり方を変えるこ

とにつながることが期待されることから、本市でも積極的にマイナンバーカー

ドの普及促進に取り組みます。 
  ①マイナンバーカード申請受付窓口の拡大（平日時間外の受付、日曜日の

開設）を継続します。 
  ②令和２年度から実施している企業、自治会、公共施設、商業施設への出

張受付サービスを継続するとともに、税務署、法人会、商工会議所とも

連携するほか、確定申告会場等でも出張申請受付を実施します。 
  ③多くの方にマイナンバーカードの交付申請をしていただくため、市広報

紙、自治会へのチラシ配布、動画広告、テレビＣＭやウエブサイトへの

動画投稿等の広報を実施します。 
  ④コンビニ証明発行、引っ越しワンストップ等について、マイナンバーカ

ードの利便性を実感していただけるように広報し、推進していきます。 
 

（２）マイナンバーカードの利活用 
  マイナンバーカードを利用したサービスの提供を検討します。 
 
 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

申請受付窓口の拡大 
 
 

    

広報の集中的な実施 
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３．行政手続のオンライン化  
（１）スマート窓口の拡充（二次稼働） 
 スマート窓口は、引っ越しや出生、結婚等のライフイベントがあるとき、申

請者の住基情報等をシステムで自動的に参照して、ご本人に適した手続をご案

内するシステムです。タブレット端末を利用して複数の手続の届出や申請を一

括して受付し、それぞれの手続の担当課等にデータ連携することができるもの

であり、令和３年度から本庁舎１階で開設しています。 
現在は子育て分野の手続に限定していますが、より多くの方にご利用いただ

くため、令和４年１０月までに介護保険、国民健康保険、保育園入所等の手続

で利用いただけるようシステムの構築を進めています。 
 
（２）オンライン申請の推進 
 押印のルールを見直し、全庁的に取り組みます。また、法令や制度上の制約

によりオンライン申請ができない手続について、今後の法改正等の動向を注視

し、より多くの手続でオンライン申請を実現できるようにします。 
  本市では、令和４年２月末現在で６７手続で電子申請を導入していますが、

さらに先行事例を調査し、利用者目線で再検討し、対象手続を拡充します。

また、「特に国民の利便性向上に資する手続」（３１手続）についても積極的

に取り組みます。 
また、マイナポータルのオンライン申請と基幹業務システムの連携について

もシステムを構築する予定です。 
計画期間中の主な取組 
・新とっとり電子申請サービス（鳥取県及び県内市町村で共同利用中。令

和４年度に新システムへ移行予定） 
・体育施設予約システム 
・預貯金調査の電子化 
・キャッシュレス決済の推進（クレジット決済、電子マネー、スマホアプ

リ対応） 
  

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

スマート窓口の拡充 
 
 

    

オンライン申請の推進 

 
 
 
 

    

 

システム構築 窓口運用開始（二次稼働） 

電子申請システム 
の更改 

対象手続きの拡充 

先行事例を参考に再検討 
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４．ＡＩ・ＲＰＡの利用促進 
（１）ＲＰＡの利用拡大 
  「 デジタル・ガバメント実行計画（令和2年12月）」では、人口減少のピ

ークを迎える２０４０年頃を見据え、限られた労働力を対人業務等の職員が

行うべき業務に振り向けるため、自治体の業務のあり方そのものを刷新する

必要性がうたわれており、ＡＩ・ＲＰＡ等は、そのための有力なツールとし

て積極的に活用すべきものとされています。 

  本市では、令和２年度以降、複数の事務でＲＰＡを導入していますが、現 

状における利用範囲は限定的です。そこで、業務効率化の意識醸成と合わせて、 

ＲＰＡのシナリオ作成等の研修を実施し、ＲＰＡの導入により効率化・省力化 

を図る業務を拡大していきます。 

 

（２）ＡＩの活用 

 本市では、職員が行う作業の補助として、音声認識ＡＩによる会議録作成、

相談記録のテキスト化、ＡＩチャットボットを導入（一部は実証試験中）して

おり、今後は情報発信分野でのＡＩ利用も検討していきます。 

民間では幅広い分野でＡＩの実用化が進んでいますが、自治体のＡＩ導入は

大幅に遅れています。その理由の一つとして、ＡＩが導いた結果に対して自治

体としての説明責任を果たすことの難しさが挙げられます。 

現時点で実現可能性が高いアイデアとして、審査事務や相談業務において職

員の経験や判断を補う目的で、過去の類似事例等を参照したり、質問すべき事

項等を教示するようなＡＩの利用が考えられます。 

ＡＩを利用したシステムの開発または機械学習型ＡＩの精度を向上させる

ためには相当数の学習事例が必要なため、単独の自治体で取り組むことは困難

であり、ベンダーと共同開発したりＬＧＷＡＮ－ＡＳＰのように自治体が多く

利用するクラウドサービスを検討していきます。 

 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

ＡＩ、ＲＰＡの利用拡大 
 
 

    

 
 
５．ＢＰＲ（業務の抜本的な見直し）の取組の徹底 
ＤＸを効果的に推進するためには、現状の業務に合わせてシステムを導入す

るのではなく、デジタル技術を最大限に利用する前提で業務プロセスを抜本的

に見直すことが不可欠です。そのため主要な業務で業務フローを作成し、業務

プロセスの問題点を可視化し共有するとともに、業務引継や新任者の教育を円
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滑に行えるようにします。 
業務プロセスの見直しにおいては、デジタル処理を前提として、押印廃止、

ペーパーレス化を進めます。紙文書の置き換えによるペーパーレスだけでなく、

電子申請をより効果的に運用するためにも電子決裁等を導入し、「入口から出口

まで」シームレスにデジタル処理することを目指します。 
また、職員でしか行えない業務、またはアウトソーシングが可能な業務を洗

い出し、職員配置を重点化すべき業務を明らかにします。定型的な業務につい

ては、自動化（システム導入、ＲＰＡ処理）、集中化（事務の集約）、アウトソ

ーシング（外部の事務処理センター等）を検討します。 
計画期間中の主な取組及び導入を計画しているシステム等 
・生活保護スマートケースワーク支援システム構築 

  ・障がい福祉相談スマート受付 
・相談業務支援システム構築 
・電子決裁システム構築 

  ・契約管理システム構築 
  ・電子契約サービス利用開始 
  ・就業管理システム（第２期稼働） 
  ・人事給与システム再構築 
  ・タブレット端末及び庁内ＬＡＮの一部ＷｉＦｉ化 

 
 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

業務プロセスの見直し 
 
 

    

システム導入、アウトソーシン

グ 
 
 

    

 
 
 
６．セキュリティ対策の徹底 
 本市では「米子市情報セキュリティポリシー」を策定し、市全体で情報セキ

ュリティ対策に取り組んでいます。課題としては、クラウドシステムの利用拡

大、行政手続のオンライン化やテレワーク実施等、新たな動きの中で利便性の

向上とセキュリティの確保を両立させることが求められています。 
 「米子市情報セキュリティポリシー」は令和３年３月に改定しています。ま

た、個人情報保護法の改正に伴い、自治体ごとに条例で規定していた個人情報

の取扱いを全国で統一することになるため、今後、国が行う指針等の策定に向

けた動き等の情報収集に努め、個人情報を適切に取り扱います。 
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 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 
セキュリティポリシーの見直

し 
 
 

    

セキュリティ対策の実施 
 
 

    

 
 
７．デジタル人材の確保及び育成 
（１）職員の育成 
  自治体ＤＸを着実に推進するためには、情報部門やデジタル技術に詳しい

一部の職員だけがＤＸに取り組むのではなく、全ての職場において変化に対

する当事者意識をもち前向きにＤＸに取り組める職員を育成する必要があり

ます。 
本市では、令和３年に取組の中心的な役割を担う職員としてＤＸ推進員、Ｄ

Ｘ推進員サポーターを任命しました。これらの職員が中心となり、組織全体と

してチャレンジしていく意識を醸成します。 
また、令和３年度から管理職または実務担当者の役割別の研修を実施してい

ますが、これを継続していきます（業務フロー作成研修、ＲＰＡ研修等）。 
ＤＸ推進員 ＤＸの推進に意欲のある職員の中から任命。ＤＸ推進のための活動及

び他の職員に対する指導、助言を行う。 
ＤＸ推進員

サポーター 
ＤＸ推進員の活動を支援するため、各職場のリーダー的立場にある職

員の中から任命。 
 

（２）アドバイザーの活用 
  個別の取組において、外部有識者をアドバイザーとして登用し、効果的に

推進することとしています。 
 
 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

職員の育成 
 
 

    

 
 
８．データ利活用の推進 
（１）ＧＩＳの活用 

本市では、平成２９年度に統合型ＧＩＳ（Geographic Information System：

地図情報システム）を導入し、市の業務に利用するだけでなく、地図情報の一

部をインターネットで公開しています。公開した地図情報を見ていただくこと

各年度ごとに研修計画を立てて実施する 
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で、簡易的な問い合わせが減るメリットがあります。ＧＩＳデータを全庁的に

共有することで業務効率化を図り、複数のデータを重ね合わせて分析すること

でＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）モデルとするとともに、職員のデータ分

析スキル向上等に取り組みます。 

 

（２）データ利活用 

 本市が保有するデータを流通、活用することで自立的で個性豊かな地域社会

の形成、新たな事業の創出等を目指します。 

 個人情報保護法（令和５年改正個人情報保護法施行）において、行政が保有

する個人情報について匿名加工情報として民間へ提供し、新しい産業の創出等

に役立てることがうたわれています。本市では、令和３年度から官民連携の取

組として、国民健康保険システムのデータを分析し、市民の健康づくりに役立

てる試みを実施しており、協定を締結したベンダーに情報を提供しています。 

 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

ＧＩＳの市民公開 
 
 

    

データ利活用 
 
 

    

 
 
９．テレワークの推進 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、全国的にテレワークを導入す

る動きが広がりました。出勤や移動にかかる時間の有効利用につながり、場所

や時間にとらわれない働き方の実現として期待されています。その一方で、紙

の文書への押印や対面でのやりとりを前提とする業務形態がテレワークの妨

げになるため、押印廃止やペーパーレス化の取組も合わせて推進します。 
 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

テレワークの推進 
 
 

    

 
 
１０．地域社会のＤＸ（公共交通、農業、産業分野 等） 
 今後、地域住民の高齢化が進むにつれ、産業の担い手の確保の問題や、より

便利な公共交通や行政情報発信のあり方等について、地域社会のニーズが高ま

っていくことが予想され、これを解決する手段の一つとしてＤＸへの期待が高

まっています。 

公開する地図データの拡充 
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行政と民間企業が連携して取り組む必要があるため、令和４年１月に設置し

た自治体ＤＸ推進協議会（鳥取県西部及び島根県東部の３市５町で発足）に、

民間企業からも参画していただく中で、まずは、各分野の現状、ニーズ及び課

題を共有するところから始め、関係団体と連携して、自治体及び地域のＤＸ推

進にかかる次の事項の研究、検討、協議、調整に取り組んでいきます。 
自治体ＤＸ推進協議会の事業 
①地域における情報化の推進 

 ②自治体情報システムの標準化及び共通化 
 ③構成団体相互の情報共有、情報交換 
 ④地域及び自治体のＤＸを推進するための人材育成 
 ⑤共同事務処理センター構想に関する検討 

 
 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 
自治体ＤＸ推進協議会での取

組 
 
 

    

 
 
１１．デジタルデバイド対策 
  デジタル社会が進展し、さまざまな手続でオンライン申請等が利用できるよ

うになると多くの方が利便性を享受できる一方、パソコンやスマートフォン等

を利用できる環境の無い方やデジタル機器が苦手な方にとっては、手続の機会

を失うことにもなりかねません。あらゆる世代、あらゆる産業を対象とする行

政サービスにおいて、社会全体にデジタル化によるメリットを、誰一人取り残

さない形で広くいきわたらせていくことが求められています。 
  ・オンライン申請教室、民間のスマホ教室との連携 
  ・デジタル活用支援員等の地域人材の育成と活用 

・オンライン申請が困難な方に対するオンライン申請サポート体制 
 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

オンライン申請教室 
 
 

    

地域人材の育成と活用 
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第６章 用語の説明（五十音順 アルファベット順） 

 

オープンデータ  

国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインタ

ーネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、 

①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの 

②機械判読に適したもの 

③無償で利用できるもの 

といういずれの項目にも該当する形で公開されたデータのこと。（「オープンデ

ータ基本指針」（平成 29 年（2017 年）5 月 30 日 IT 総合戦略本部・官民デー

タ活用推進戦略会議決定）） 

 

 

ガバメントクラウド（Ｇｏｖ－Ｃｌｏｕｄ） 

政府及び自治体の情報システムについて、共通的な基盤・機能を提供する複数

のクラウドサービスの利用環境であり、標準仕様に準拠して開発した自治体の

基幹業務システムをガバメントクラウド上に構築し、自治体が利用する計画と

されている。 

 

 

官民データ  

電磁的記録に記録された情報であって、国若しくは地方公共団体又は独立行政

法人若しくはその他の事業者により、その事務又は事業の遂行に当たり、管理

され、利用され、又は提供されるものをいう。 

 

 

キャッシュレス決済 

支払い・受取りに現金を使用せず、クレジットカードや電子マネー、ＱＲコー

ド等を利用して決済する方法のこと。 

 

 

クラウドサービス 

データやアプリケーションを、ネットワーク経由でサービスとして利用するも

の。利用者側はパソコンやインターネット回線など最低限の環境を用意すれば

よく、機器の調達やシステムの構築、管理等のコストが削減でき、業務の効率

化が図れるというメリットがある。 
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公的個人認証 

オンラインで（＝インターネットを通じて）申請や届出といった行政手続等や

インターネットサイトにログインを行う際に、他人による「なりすまし」やデ

ータの改ざんを防ぐために用いられる本人確認の手段。 「電子証明書」と呼ば

れるデータを外部から読み取られるおそれのないマイナンバーカード等のＩＣ 

カードに記録することで利用が可能となる。 

電子証明書には、以下の２種類がある。 

・ 署名用電子証明書 

インターネット等で電子文書を作成・送信する際に利用し、「作成・送信し 

た電子文書が、利用者が作成した真正なものであり、利用者が送信したもの 

であること」を証明するもの。 

・ 利用者証明用電子証明書 

インターネットサイトやコンビニ等のキオスク端末等にログインする際に 

利用（例：マイナポータルへのログイン、コンビニでの公的な証明書の交付） 

し「ログインした者が、利用者本人であること」を証明するもの。 

 

 

スマート自治体 

ＡＩ（人工知能）等を活用し、自治体の事務処理を自動化したり業務を標準化

したりして、行政サービスなどを効率的に提供する自治体を意味する言葉。 

 

 

チャットボット 

インターネットを介してリアルタイムに会話をする仕組みのこと。 

 

 

デジタルデバイド 

パソコンやスマートフォン等の情報機器を利用する能力、またはインターネッ

ト等の情報通信環境の有無により、利用できる人と利用できない人の間に情報

格差や利便性の格差が生じる問題のこと。 

 

 

テレワーク  

ＩＣＴ を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のこと。雇用型テ

レワークの例としては、在宅勤務、モバイルワーク、サテライトオフィスでの

勤務。自営型テレワークの例としては、ＳＯＨＯ、在宅ワーク、クラウドソー

シング等がある。 
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マイナポータル 

 マイナンバー制度の導入に合わせて構築した、国民一人ひとりがアクセスでき

るポータルサイトのこと。自己情報表示機能、情報提供等記録表示機能、プッ

シュ型サービス、ワンストップサービス等を提供する基盤であり、国民一人ひ

とりが様々な官民のオンラインサービスを利用できる。 

 

 

マイナンバー  

日本国内に住民票を有する全ての方が一人につき１つ持つ１２桁の番号のこと。

外国籍でも住民票を有する方には住所地の市町村長から通知される。マイナン

バーは行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平、公正な社会を実現するた

めの社会基盤。その利用範囲は法令等で限定されており、社会保障、税、災害

対策分野の行政手続で利用されている。 

 

 

ワンストップサービス 

複数の場所や担当に分散していた関連する手続やサービス等を１か所でまとめ

て提供するようにしたもの。 

 

 

ＤＸ  

Digital Transformation の略。デジタル技術やデータの利活用及びそれに伴う

組織、制度の変革が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。 

 

 

ＡＩ  

Artificial Intelligence の略。人工的な方法による学習、推論、判断等の知

的な機能の実現及び人工的な方法により実現した当該機能の活用に関する技術

のこと。 

 

 

ＢＰＲ 

Business Process Re-engineering の略。業務の本来の目的に向かって、既存の

組織や制度を抜本的に見直し、業務プロセスやシステムをデザインし直すとい

う考え方。 
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ＣＩＯ 

Chief Information Officer の略。組織の最高情報責任者として、情報システム

を最適化するとともに、ＩＣＴの視点をもち経営の変革を推進する役割を担う。 

 

 

ＥＢＰＭ  

Evidence Based Policy Making の略。統計や業務データ等の客観的な証拠に基

づく政策立案のこと。 

 

 

Ｆｉｔ＆Ｇａｐ分析 

Ｆｉｔは『適合』、Ｇａｐは『かい離』を表す。導入するシステムと業務プロセ

スにおいて、必要とする機能がマッチしているかを分析する作業のこと。機能

の過不足を確認する作業。 

 

 

ＩＣＴ 

Information and Communication Technology の略。インターネット等の情報通

信技術を利用した産業やサービス等の総称。 

 

 

ＩｏＴ  

Internet of Things の略。「モノのインターネット」と称される。自動車、家電、

ロボット、施設等あらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取り

をすることにより、モニタリング、予防・予知保全、データ連携・モバイル連

携、遠隔制御等を行うこと。 

 

 

ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ 

地方自治体を相互に接続する専用ネットワーク上で、様々な業務システムを提

供するサービス。利用する自治体のメリットとして、高いセキュリティが保た

れた環境であること、サービスとして利用することができるためサーバー等の

調達や維持管理が不要であること等がある。 

 

 

ＰＤＣＡサイクル 

Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（対策・改善）のサイクル
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を繰り返し、継続的な業務改善を図る手法。 

 

 

ＲＰＡ 

 Robotic Process Automation の略。コンピュータを操作して行う作業を、ソ

フトウェアによる自動的な操作によって代替すること。 

 

 

Ｓｏｃｉｅｔｙ(ソサエティ)５.０ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実社会）を高度に融合させた

システムにより経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会と定義

され、狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、

情報社会（Society4.0）に続く社会のこと。 

 

 

ＳＮＳ 

Social Network Service の略。メッセージや写真、日記等を通じて友人や知人

等とインターネット上でつながる、個人間の交流を支援するサービスのこと。 

 

 



　

令和４年３月

令和３年度 　４年度 　５年度 　６年度 　７年度 　８年度 主な事業

国
の
動
き

〇Gov-Cloud（ガバメントクラウド）
・市町村は、２０業務（税滞納整理を含む）を令和
７年度末までに国が策定する標準仕様に準拠したシ
ステムへ移行するよう法制化

A
I
・

R
P
A

〇スマート窓口二次稼働(R4.10)
〇スマートケースワーク
・スマ窓エンジンを利用したケースワーカー支援シ
ステム
〇スマートサポート
・スマ窓エンジンを利用した障がい者福祉支援シス
テム

市
民
向
け

サ
ー
ビ
ス

〇新とっとり電子申請サービス
　・令和４年度システム更新

〇GISシステム
・令和４年度に庁内合同で調達

人
材
育
成

〇DX推進員　
・デジタル化を担う職員を長期育成

米
子
市
の
取
り
組
み

庁
内
基
幹
業
務

〇次期基幹業務システム（令和７年６月稼働）は、
国標準仕様に基づくシステムを導入

〇重層的支援体制 情報共有システム
・主に福祉保健部、こども総本部窓口での相談案件
を情報共有、管理する

〇新たな窓口機能を検討
・市役所への届け出を１か所で行えるなど、総合相
談窓口機能を検討
・重層的支援相談、スマート窓口を組み合わせる

〇自治体DX推進協議会構成団体
・本市、境港市、琴浦町、大山町、日南町、江府
町、安来市、奥出雲町

重層的相談情報共有システム運用

→　生活保護、生活困窮、介護保険、障がい者福祉、子ども子育て支援、児童手当、

児童扶養手当、就学援助、家庭児童相談、発達及び利用者支援等の一部データを共有

　　　　　　　　デジタル・ガバメント実行計画に基づき、令和７年度末までに

　　　　　　　　Gov-Cloud（自治体情報システム標準仕様）へ移行する

スマート窓口二次構築

（その他業務）

★スマート窓口

とっとり電子申請サービス稼働

【公開中】公開型GIS（認定路線、ハザードマップ等）

 　　　　　　　　　　　　　　　★米子市・境港市・安来市クラウド稼働（令和５年１月～令和７年５月）

Gov-Cloud運用【運用・実証】

〇令和２年度

・J-LISﾃﾚﾜｰｸ実証中　　　

・LINE WORKS運用

〇令和３年度

・タブレットによる

　生保訪問支援端末

・就業管理ｼｽﾃﾑ運用

・保育園ICT化運用

・電子契約実証

・AI相談ﾊﾟｰﾄﾅｰ実証

電子決裁ｼｽﾃﾑ構築

　ＲＰＡ運用

　〇デジタル庁 主要７業務　

　　①国の情報システムを整備、管理　　　②民間のデジタル化を支援　　　　　　　　　　③マイナンバー制度の企画立案

　　④地方自治体のデジタル基盤を整備　　⑤データ利活用（電子署名、電子証明書等）  　⑥サイバーセキュリティー　　　⑦デジタル人材の育成　　　　　　　　　　

【運用中】
〇AIサービス

・多言語翻訳アプリ、保育所入所選考システ

ム、チャットボット「いつでもアンサー」

〇スマホアプリ

・ごみ資源物分別アプリ、母子手帳アプリ、

なかよし学級（学童保育）アプリ、広報紙等

電子化配信アプリ

デジタル庁業務のうち特

に動向を注視する

③～⑦

　デジタル人材育成　　自治体DXを定着させるために

　　　　　　　　　　　①仕事と組織のマネジメントの強化　②職員のキャリアマネジメント（人材育成）

PayPay手数料支払い 

体育施設予約システム稼働（県、鳥取市共同利用）

スマートケースワー

ク、スマートサポー

ト構築

ＡＩ相談パートナー運用

本庁～出先　 窓口相談テレビ会議システム運用中

契約管理ｼｽﾃﾑ構築

電子契約ｻｰﾋﾞｽ

〇ペーパーレス対応

新とっとり電子申請サービス稼働

キャッシュレス決済方法を拡大（クレジットカード、電子マネー、スマホアプリ対応）

重層的相談情報

共有システム構築

DX推進計画策定 DX推進計画を元に研修　　RPA実技研修

自治体DX推進協議会の推進　→　庁内DX、地域DX、人材育成等を圏域で推進する

Gov-Cloud移行開始

住民基本台帳、介護保険、障害者福祉、就学、固定資産税、個人住民税、

法人住民税、軽自動車税、選挙人名簿、国民年金、後期高齢、生活保護、

健康管理、児童手当、児童扶養手当、子ども子育て支援（保育）、国保、

戸籍、戸籍の附票、印鑑登録の２０業務が対象となる

★スマート窓口二次

稼働（R4.10)

★スマートケースワーク、

　スマートサポート稼働（R5)

新たな窓口機能を検討

本庁舎Wi-Fi化
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